
注1

注2

職員の任免に関する事項

1.採用及び退職の状況
（一部事務組合への派遣職員を除く全会計職員。令和6年4月2日～令和7年4月1日） （単位：人）

※　選挙管理委員会事務局の6名は、監査委員事務局、公平委員会事務局を併任しています。

※　農業委員会事務局の3名の内2名は、市長部局と併任しています。（農業委員会の職員数に算入されています。）

2.部門別職員数の状況（各年4月1日現在） （単位：人）

合計 422 415 424 △ 7 9

△ 1 退職者不補充による減

小計 43 41 41 △ 2 0

0

下水道 10 9 10 △ 1 1 体制見直しによる増公営企業
等会計
部門

水道 0 0 0 0

その他 33 32 31 △ 1

普通会計 計 379 374 383 △ 5 9

小計 69 69 72 0 3

0 0 0 0 0特別行政
部門

教育 69 69 72 0 3 業務増加・体制見直しによる増

消防

小計 310 305 311 △ 5 6

一般行政
部門

土木 33 29 34 △ 4 5 業務増加・体制見直しによる増

商工 6 6 6 0 0

退職者不補充・体制見直しによる減

農林水産 8 7 8 △ 1 1 体制見直しによる増

衛生 37 37 34 0 △ 3

総務・企画 87 91 92 4

民生 110 106 108 △ 4 2 業務増加・体制見直しによる増

税務 24 24 24

6

　農業委員会事務局 3 0 0 3

職員数（全会計） 415 18 9 424

　公平委員会 7 0 1

72

　選挙管理委員会事務局 7 0 1 6

　監査委員事務局 7 0 1 6

　教育委員会事務局 69 3 0

338

　議会事務局 5 0

【泉南市人事行政の運営等の状況について】

   泉南市では、泉南市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例を制定し、前年度における本市の職員数や、
職員の給与に関する条例を公表します。今回の内容は令和６年度の内容です。

一部に令和７年度の数値を掲載しています。

公表内容で普通会計とあるのは下水道、国民健康保険、介護保険、後期高齢者医療の各事業特別会計の

数値を除いたものです。

区　　　　　分 令和6年4月1日 採用等 退職等 令和7年4月1日

0 5

　市長部局 331 15 8

区分 職員数 対前年増減比 令和6年～令和7年の
主な増減理由部門 R5 R6 R7 R6 R7

1 体制見直しによる増

議会 5 5 5 0

0 0

0
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人事評価の状況

職員が職務を遂行するにあたり発揮した能力及び達成した実績を把握したうえで資質、能力及び執務意欲向上に 

つなげることを目的に人事評価（能力評価・業績評価）を実施しました。

       対象・・・全職員

       対象・・・全職員

職員の給与の状況

1.人件費の状況（普通会計決算）

2.職員の給与費の状況（普通会計決算）

（注） 1  職員手当には退職手当・児童手当を含んでいません。

          2  職員数は、令和6年4月1日現在の人数。（特別職を除く）

3 給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含まれており、

職員数には当該職員を含んでいません。

3.職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（令和7年4月1日現在）

一般行政職（全会計ﾍﾞｰｽ）

技能労務職（全会計ﾍﾞｰｽ）

教育職（幼稚園教諭）

※国の数値は令和7年国家公務員給与実態調査の結果を記載しています。

※平均給与月額とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、時間外勤務手当などすべての諸手
当を合計した額であり、平均給与月額（国ﾍﾞｰｽ）とは、国家公務員の平均給与月額には、時間外勤務手当、特
殊勤務手当などが含まれないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものです。

（国ﾍﾞｰｽ）

泉南市
歳 円 円 円

43.8 348,669 404,069 404,069

国 51.3 294,567 ― 337,907

区分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額
平均給与月額

うち清掃職員 52.5 348,200 430,920 421,320

うち用務員 54.3 347,883 400,419 399,263

泉南市
歳 円 円 円

52.9 327,745 376,326 374,581

国 41.9 332,237 － 414,480

区分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額
平均給与月額

（国ﾍﾞｰｽ）

泉南市
歳 円 円 円

44.9 331,749 428,114 399,065

平均給与月額

（国ﾍﾞｰｽ）

千円 千円

374 1,808,988 353,009 743,773 2,905,770 7,769令和６年度
人 千円 千円 千円

区分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

区分
職員数 給与費 1人当たり

A 給料 職員手当 期末・勤勉手当 計 B 給与費 B/A

令和６年度
人 千円 千円 千円 ％ ％

57,917 28,455,936 310,369 4,831,503 17.0 14.8

能力評価・・・市職員として必要とされる行動特性や職員として求められる仕事への取り組む姿勢を整理し、具体
      的な行動を着眼点として示しその着眼点について、行動発揮能力の頻度や傾向について評価しました。

業績評価・・・各部署の組織目標にもとづき、職員が自分自身の職務目標を設定したうえで、具体的な目標達成
　 　 の実績を評価しました。

区分
住民基本台帳人口

（令和6年度末）
歳出額 実質収支 人件費 人件費率

（参考）
令和5年度の人件費率
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4.初任給（令和7年4月1日現在）

一般行政職の初任給は、大学卒225,600円、高校卒201,000円となっています。

教育職（幼稚園教諭）の初任給は、大学卒239,900円、短大卒220,700円となっています。

5.一般行政職の級別職員数の状況（令和7年4月1日現在）※再任用・任期付職員を除く

6.職員の手当の状況

①期末勤勉手当（令和６年度普通会計ベース）※再任用・任期付職員を除く

②退職手当（令和7年3月現在）

その他の加算措置・定年前早期退職特例措置（2%～20%加算）

③地域手当

支給率は6%（国の制度支給率）となっています。

④特殊勤務手当

⑤時間外勤務手当

最高限度額 47.709月分 47.709月分

令和６年度の退職者 1人あたりの平均支給額は、勧奨・定年退職等17,632千円でした。

85,255千円支給実績（令和６年度普通会計ﾍﾞｰｽ）※再任用・任期付職員を除く

2,833千円支給実績（令和６年度普通会計ﾍﾞｰｽ）※再任用・任期付職員を除く

9手当手当の種類（手当数）

80,350千円支給実績（令和６年度普通会計ﾍﾞｰｽ）※再任用・任期付職員を除く

勤続25年 28.0395月分 33.27075月分

勤続35年 39.7575月分 47.709月分

令和６年度における1人あたりの平均支給額は、1,783千円、支給率は、期末手当2.5月、
勤勉手当2.1月、役職に応じて5%から20%の加算措置を行いました。

支給率 自己都合退職 勧奨・定年退職

勤続20年 19.6695月分 24.586875月分

1級（定型的な業務を行う職務） 11 3.9

計 280 100.0

3級（主任の職務） 96 34.3

2級（高度の知識又は経験を必要とする業務を
　　　行う職務）

47 16.8

5級（課長代理の職務） 30 10.7

4級（係長の職務） 42 15.0

7級（次長の職務） 9 3.2

6級（課長の職務） 33 11.8

標準的な職務内容 職員数（人） 構成比（％）

8級（理事、部長の職務） 12 4.3
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⑥その他の手当（令和7年4月現在）

7.特別職の報酬等の状況

給料（令和7年4月1日現在）

報酬（令和7年4月1日現在）

期末手当（令和６年度）

議長・副議長・議員 4.55月分

議員 450,000円

区分 支給割合

市長・副市長・教育長 3.90月分

区分 報酬月額

議長 513,000円

副議長 468,000円

副市長 720,000円

教育長 617,500円

区分 給料月額 減額措置前の給料月額

市長 680,000円 850,000円

管理職手当

役職に応じ課長級以上

異 千円に支給

50,000円～90,000円

通勤手当

距離区分に応じ2kｍ

同 千円以上に支給

2,000円～55,000円（限度）

－

支給額 52,478

23,329

住居手当
賃貸・家賃の額に応じ
て支給
限度額28,000円

同 千円

子11,500円

父母等6,500円

－ 13,579

（年度当初15歳から

22歳の子には5,000円

の加算）

扶養手当 同 － 35,320 千円　（8級3,500円）

手当名 内容及び支給単価
国の制度と
の異同

配偶者3,000円

国の制度と異な
る内容

支給実績（令和6年度普
通会計※再任用・任期
付職員を除く）
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職員の勤務時間その他の勤務条件に関する事項

1.職員の勤務時間（一般職の標準的なもの）

9時から17時30分まで（土曜日、日曜日、国民の休日及び年末年始の休日を除きます。）

休憩時間は、12時から12時45分までとなっています。

市役所本庁 勤務時間：9：00～17：30（月～金）

保健センター 休憩時間：12：00～12：45（但し、一部窓口職場は交代制をとっています。）

給食センター 閉庁・休館日：土・日曜日、祝日、年末年始

勤務時間：9：00～17：30（月～土）

休館日：日曜日、祝日、年末年始

勤務時間：8：30～17：00（月～金）、8：30～11：30(土）

休園日：日曜日、祝日、年末年始

勤務時間：8：30～17：00（月～金）

休園日：土・日曜日、祝日、年末年始

勤務時間：9：00～17：30（火～日）

勤務時間：9：00～17：30（水～月）　日・月は隔週で交代勤務

休館日：月曜日の午後、火曜日、祝日、年末年始

勤務時間：9：00～17：30（月～土）但し、（火）のみ17：30～20：00の当番勤務

休館日：日曜日、祝日、年末年始

勤務時間：9：00～17：30（月～金）　第2・4（土）は交代勤務　

休館日：土・日曜日、祝日、年末年始

※年末年始：12月29日～1月3日

2.休暇制度

年次有給休暇

その他の休暇

（特別休暇の主なものは下表のとおりです。）

病気休暇 90日を超えない範囲で療養に必要な期間

リフレッシュ休暇

ボランティア休暇

妻の出産

忌引

夏季休暇

4日以内

続柄により2日から7日

6月から10月の間に7日間

勤続10年　3日間

勤続20年　5日間

勤続30年　5日間

1年につき5日以内

証人、鑑定人、参考人等

骨髄液の提供

結婚

1年につき最高20日付与され、前年からの繰越分を含めると最高40日になります。

令和６年度の一般職員の平均付与日数は37.9日、平均取得日数は14.8日、消化率は39.2%でした。

休暇の種類

選挙権、権利行使

休暇日数等

必要と認められる期間

必要と認められる期間

必要と認められる期間

7日以内

幼稚園

図書館 休館日：月曜日（祝日の場合は火曜日も休館日）、祝日、特別整理期間、年末
年始

公民館

青少年センター

埋蔵文化財センター

勤 務 部 署 勤　務　時　間　そ　の　他　勤　務　条　件

市民交流センター

認定こども園
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休業に関する状況（令和６年度中に新たに取得した職員数 単位：人）

男性 女性 合計

0 0 0

1 7 8

2 2 4

職員の分限及び懲戒処分の状況に関する事項

１．分限処分の状況
令和６年度における分限処分については、心身の故障による休職が１０名でした。

２．懲戒処分の状況

服務の状況（令和６年度の状況）

１．職務専念義務の免除・・・厚生計画参加に伴うもの　942人

２．営利企業等の従事制限にかかる許可等・・・　10人

退職管理の状況

職員の研修の状況

ハラスメント防止研修

新規採用職員研修（前期・中期・後期）

15回 202名2年目職員研修（役割や責任の理解とｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ）

若手・中堅職員研修（ﾘｰﾀﾞｰｼｯﾌﾟ向上研修）

管理監督職研修（マネジメント研修）

管理職研修（管理職が担う役割とｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ）

新規採用職員研修（ｾﾙﾌｹｱ・ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ）

新規採用職員研修（接遇研修）

監督職研修（人事考課の基本）

認知症サポーター養成講座

新規採用職員研修（法律基礎研修）

若手職員研修（公文書作成研修）

女性活躍推進研修

令和６年度に、職務上の義務に違反した等により２名に懲戒処分を行いました。

地方公務員法の改正が行われ、平成28年度から退職後に営利企業等に再就職した元職員（以下「再就職者」
という。）が現職職員への働きかけを行うことが禁止されることとなったことに伴い、本市では、再就職者による
要求又は依頼を受けた場合における届出などを規定した「職員の退職管理に関する公平委員会規則」を制定
し、職務の公平な執行及び住民の信頼確保に努めています。

基本（階層別）研修

主な研修名 実施回数（令和６年度） 参加人数

休業の種類

長期介護休暇

育児休業

部分休業
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人権研修

派遣研修（おおさか市町村職員研修研究センター（マッセOSAKA）で行われたもの）

その他の派遣研修

※全国市町村国際文化研修所（国際文化アカデミー）及び大阪府都市整備推進センター等で行われたもの

主な研修名 実施回数（令和６年度） 参加人数

24回 51

専門実務研修（固定資産税課税事務研修、自治体債権滞納整理研修等）

能力向上研修（要約力アップ研修、女性のためのキャリアデザイン研修等）

セミナー等（職場におけるコミュニケーション術等）

主な研修名 実施回数（令和６年度） 参加人数

社会福祉主事資格認定通信課程

その他各種研修会（各部署の専門研修等）
38回 50名

第55回部落解放・人権夏季講座

4回 5名

実施回数（令和６年度） 参加人数

17回 75名
相談員・支援員のためのスキルアップ講座

男女平等参画都市宣言啓発講演会

人権啓発講座

2024年度部落解放・人権大学講座

ゆうてみぃ(YOU TO ME)サポーター養成研修

部落解放研究第57回全国集会

人権教育講座

人権啓発リーダー養成講座

第39回 人権啓発研究集会

法律研修（地方自治法）

メンタルヘルス研修

主な研修名

実施回数（令和６年度） 参加人数

OJTスキル向上研修

7回 770名

法制執務研修

自治体職員法律研修（入門編）

コンプライアンス研修（全職員）

法令基本研修

ゲートキーパー養成研修

特別研修

主な研修名
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福祉及び利益の保護の状況

短期給付事業

大阪府市町村職員共済組合

長期給付事業

大阪府市町村職員共済組合

福祉事業

大阪府市町村職員共済組合

泉南市職員厚生会の主な事業内容

給付の種類 ： 出産・結婚祝金、病気・災害見舞金、死亡弔慰金等

保健事業

大阪府市町村職員共済組合

特定健康診査や人間ドックの疾病予防事業等

健康診断の実施（令和６年度実施分）

公務災害補償の状況

令和６年度における公務災害件数は７件、通勤災害件数は１件でした。

（公務災害：市長部局４件、教育委員会事務局３件）

（通勤災害：市長部局１件、教育委員会事務局０件）

定期健康診断 679名

組合員やその家族が病気やケガをしたり災害にあったときや、出産したときなどに必要な給付を行っています。
給付の種類 ：保険給付、休業給付、災害給付等

組合員が永年勤務して退職したときや在職中の病気やケガがもとで心身に故障が生じたとき、あるいは不幸にして
死亡したときに、老後の生活や残された家族の生活の支えとして必要な給付を行っています。
給付の種類 ：退職共済年金、障害共済年金、遺族共済年金等

組合員やその家族がより健康で豊かに楽しく生活できるように、住宅取得のための資金の貸付、日頃の疲れをいや
し元気回復するための宿泊施設の運営など、福祉を増進するための各種事業を行っています。

文化活動・体育活動に対するクラブ助成、団体生命保険への加入、また民間の福利厚生事業代行企業への外部委
託により宿泊施設やライフサポート等々あらゆる福利厚生メニューの提供を行なっています。

組合員や被扶養者の生活習慣病等の発病を予防する「一次予防」に重点を置いた事業。

主な検診の内容 受診者数
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令和６年度に実施した職員採用試験の状況

職員採用試験の状況（令和６年度実施分　単位：人）

措置の要求の状況及び審査請求の状況

3 11 1 0 1

1

4

26

4

勤務条件に関する措置の要求　0件
不利益処分に関する審査請求　0件

0 2 24

5

保健師 1 5

1 1建築職

保育士 2 8 10 0 2 2

幼稚園教諭 0 5 5

職種
受験申込者数 採用者数

男性 女性 合計 男性 女性 合計

大学卒業程度 16

5 6

13 29 1 2

土木職 1

4 0 4 2 0 2係長級

0

司書

文化財

1 6 7 0

1

事務職員

0 1 1

6 4 10 1 1 2

社会人経験者 29 15 44 1 3 4

7月1日入庁

社会福祉士 4 1 5 2 0 2

公務員経験者 8 5 13 1 4 5

高校卒業以上 49 25 74 6 5 11

1 1

8
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